
 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 承 継 の 成 功 事 例 

 

（静岡県事業引継ぎ支援センター殿よりご提供） 
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事例１：経営人材を外部から招聘した事例 

 

 （出発点）相談事業者は多店舗展開を行っている小売事業者。業績が急速に悪化。後

継者の息子は大学に在学中。まず、経営を立て直したい。加えて、息子が

自社に入社し次第経営者として教育したい。これらができる経営人材を外

部から招聘したいとする意向を持っていた。 

 （経過１）相談事業者 ･･･････････････････（相談）･････････････････････････▶ 金融機関 

 （経過２）金融機関 ･･･････････････････（支援要請）･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･････（経営管理体制整備の支援依頼）････････････････▶ 税理士 

      支援センター ･･･････････（経営人材選任依頼）･･･････････････････▶ 業界団体 

 （経過４）金融機関 ･････････････････（経営改善指導）･･･････････････････▶ 相談事業者 

      税理士 ･･･････････････（経営管理体制整備支援）･･･････････････▶ 相談事業者 

      業界団体 ･･････････････（経営人材派遣・入社）････････････････▶ 相談事業者 

 （到達点）経営立て直しに成功。後継者の教育が可能な環境が整った。 

 

 〔注〕本資料において「支援センター」は「事業引継支援センター」を指す。 

 

 

 

 

事例２：従業員への承継を円滑に実現した事例 

 

 （出発点）相談事業者は地元で 50 年以上続くサービス業。社長の息子に事業を引き

継ぐ意思なし。優秀な従業員がいるので継がせたい。その従業員は同意す

るも手元資金に乏しい。社長家族を含む関係者が同意できる現実的な方法

で従業員に事業を継がせたいとする意向を持っていた。 

 （経過１）相談事業者 ････････････････････（相談）････････････････････････▶ 金融機関 

 （経過２）金融機関 ････････････････････（支援要請）･････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ････････････････（支援依頼）･･･････････････････▶ 士業チーム 

 （経過４）士業チーム ･･････（承継計画策定、契約書作成等支援）･････････▶ 相談事業者 

      支援センター ･････････････････（支援）･･････････････････････▶ 相談事業者 

      支援センター・相談事業者 ････（保証人変更要請）･･･････････▶ 金融機関・保証協会 

 （到達点）社長とその家族及び従業員が納得できる承継計画を策定。数年かけて株式

を段階的に譲渡。株数の過半を超えたところで社長交代を完了。 
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事例３：後継者バンクから後継者候補の紹介を受け承継を実現した事例 

 

 （出発点）相談事業者は従業員 9 名の飲食業。その経営者である創業者には後継者不

在。従業員を後継者として事業を引き継がせたいとする意向を持っていた

が、具体的な方策が分からずコミュニケーション不足から進展がなかった。 

 （経過１）相談事業者 ･･･････････････（雑談の形で相談）･･･････････････････▶ 金融機関 

 （経過２）金融機関 ････････････････････（支援要請）･････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ････（意思確認と後継者バンクへの登録要請）･････▶ 後継者候補 

      支援センター ････････････････（支援依頼）･･････････････▶ 公認会計士兼税理士 

 （経過４）支援センター ････････（意思確認と譲渡条件の確定）･･･････････▶ 相談事業者 

 （経過５）公認会計士兼税理士 ････（事業計画策定、契約書作成等支援）･･▶ 相談事業者・後継者候補 

      支援センター ･･････････（支援、譲渡条件の調整）････▶ 相談事業者・後継者候補 

      金融機関 ･･････････････････････（融資）･･････････････････････▶ 後継者候補 

 （到達点）相談事業者は後継者バンクのスキームを活用して自信をつけた後継者候補

（従業員）への引継ぎを受諾。後継者候補人材は入社。公認会計士兼税理

士は創業者と後継候補人材を事業計画策定と契約書作成で支援。事後もフ

ォロー。 

 

 

 

 

事例４：同業者から事業を譲り受け経営統合に成功した事例 

 

 （出発点）支援対象事業者はＡ、Ｂの２社。Ａ社は食品製造業を経営しておりＸ県内

に販路を持っている。後継者不在のため、事業の引継ぎ先を探していた。

一方、Ｂ社は同じく食品製造業を経営しているがＸ県内での売上が頭打ち

で、事業拡大に向けた対策を考えていた。 

 （経過１）Ａ社（譲渡側） ◂････（双方が事業譲渡・譲受で折衝）････▶ Ｂ社（譲受側） 

 （経過２）Ａ社（譲渡側） ･･･････････（事業譲渡の相談）･････････････▶ 支援センター 

      Ｂ社（譲受側） ･･･････････（事業譲受の相談）･･････････････････▶ 金融機関 

 （経過３）支援センター ････････（企業評価・労務対策を依頼）･･▶ 税理士・社会保険労務士 

      金融機関 ･････････････････････（支援要請）････････････････▶ 支援センター 

 （経過４）税理士・社会保険労務士 ･（企業評価・労務対策を支援）･･････▶ Ａ社（譲渡側） 

      金融機関 ･････････････････････（融資）･･････････････････▶ Ｂ社（譲受側） 

      支援センター ････････････････（支援）･･･････▶ Ａ社（譲渡側）・Ｂ社（譲受側） 

 （到達点）Ｂ社はＡ社から事業を譲り受け両社は経営統合に成功。従業員全員の継続

雇用も実現した。 
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事例５：事業承継時の社内改革に向けた創業者説得の事例 

 

（出発点）相談事業者は 40 年前に社長夫妻が設立した従業員 10 名の建設関連業。社

長の長男への事業承継にあたり、支払遅延等の発生している管理部門の経

営改革が必要であると考えているものの、管理部門担当の社長夫人の説得

が困難な状況。 

 （経過１）相談事業者 ･･･････････････････（相談）････････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）支援センター ･･･････････････（支援依頼）････････････････････▶ 公認会計士 

 （経過３）公認会計士  ･････････････（経営内容診断）･･････････････････▶ 相談事業者 

 （経過４）支援センター ････････････････（支援）･･･････････････････････▶ 相談事業者 

      公認会計士 ･･･････････････（経営改善指導）･･･････････････････▶ 相談事業者 

 （到達点）経営診断結果を踏まえ外部専門家（公認会計士）の説得により、経営改革

を社長夫人に納得してもらうことができた。また、2 人の子ども（長男お

よび次男）への株式譲渡についても目途がつき、事業承継計画について関

係者全員が合意できた。 

 

 

 

 

事例６：移住希望者（起業家）による第三者承継の事例 

 

（出発点）相談事業者は 35 年前に創業した地方自治体や企業向けのデータ入力サー

ビス事業。4 年前に後継者不在を理由にジャスダック上場企業への事業譲

渡を行うものの、常勤経営者の派遣や業務多角化への取り組みが依然とし

て進まない状況であり、新たな事業承継者の紹介を希望。 

 （経過１）相談事業者 ･･････････････････（相談）･･･････････････････････▶ 顧問税理士 

      顧問税理士 ････････････････（支援依頼）･･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）移住希望者・起業家  ･･･････････（相談）････････････････････▶ 移住相談センター 

      移住相談センター ･････（支援依頼、後継者バンク登録）･････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･････（双方の紹介、譲渡条件の調整）･････････▶ 両方の相談者 

（経過４）支援センター ･･････････････（融資依頼）････････････････････････▶ 金融機関 

      金融機関 ･･･････････････････（資金融資）････････････････▶ 移住希望者・起業家 

（経過５）顧問税理士 ････････････････（経営指導）･････････････････▶ 移住希望者・起業家 

 （到達点）支援センターおよび顧問税理士、静岡県移住相談センター、金融機関等に

よる連携支援が成功して、移住希望者（起業家）による事業承継が完了し

た。引き続き顧問税理士が経営指導に当たっている。 
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事例７：地元繁盛店の起業家による第三者承継の事例 

 

（出発点）相談事業者は地元で繁盛する料理店だが、承継者不在により第三者承継を

考えていた。一方、起業の意欲はあるものの、起業場所や事業内容で悩む

起業家が支援を求めていた。 

（経過１）相談事業者 ････････････････････（相談）･･････････････････････▶ 商工会議所 

      商工会議所 ･････････････････（支援依頼）･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）起業家 ･････････････････････（起業相談）････････････････････▶   商工会議所 

      起業家 ････････････（支援依頼・後継者バンク登録）･･････････▶  支援センター 

 （経過３）支援センター ･････（双方の紹介、譲渡条件の調整）･･････････▶ 両方の相談者 

 （経過４）支援センター ･･･････････････（融資依頼）･･･････････････････････▶ 金融機関 

支援センター ･･･････････････（支援依頼）･････････････････････････▶ 税理士 

（経過５）税理士 ･･････････････････（事業計画策定支援）･････････････････････▶ 起業家 

      金融機関 ････････････････････（資金融資）･････････････････････････▶ 起業家 

      商工会議所 ････････････（経営指導、顧客紹介）････････････････････▶ 起業家 

 （到達点）事業者と起業希望者双方の相談を受けた商工会議所から支援センターに支

援要請がなされた。支援センターは税理士、金融機関、商工会議所と連携

して起業家による事業承継を支援し、無事承継が完了した。 

 

 

 

 

事例８：県外からの経営者招聘による第三者承継の事例 

 

（出発点）相談事業者は老舗家具製造業を営んでいたが、後継者不在のため、第三者

承継を考え、支援センターに相談していた。一方、県外で輸入家具販売業

を営む起業家が後継者人材バンクに登録して、事業承継できる会社を探し

ていた。 

（経過１）相談事業者 ････････････････････（相談）････････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ････････････････････（支援依頼）･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）県外起業家 ･････････････････（支援依頼）････････▶ U・I ターン就職サポートセンター 

U・I ターン就職サポートセンター ･････（支援依頼）･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･･････（双方の紹介、譲渡条件の調整）････････▶ 両方の相談者 

 （経過４）支援センター ･･･････････････（融資依頼）･･･････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ･･･････････････････（資金融資）･････････････････････▶ 県外起業家 

（到達点）支援センターの仲介、支援により事業者と起業家の間で株式譲渡契約が締

結され事業承継が完了した。老舗ブランド、生産拠点を維持しながら地元

以外への販路拡大を目指して新たな事業展開を目指している。  
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事例９：県外事業者から起業家への第三者承継の事例 

 

（出発点）相談事業者は東京の婦人卸会社で、全国各地に直営、ＦＣで店舗を展開し

ていたが、社内の人材不足からＸ県内の直営店の撤退を検討していた。一

方、団体職員だった起業家は団体の廃止に伴い起業を考え始め、創業支援

を受けていた金融機関に紹介された支援センターの後継者バンクに登録。 

（経過１）相談事業者 ･･･････････････････（相談）･･･････････････････････▶ 商工会議所 

商工会議所 ･････････････････（支援依頼）･･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）起業家 ･･･････････････････････（相談）･･････････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ･･････････（支援依頼、後継者バンク登録）･･････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･････････････（双方の紹介）･････････････････▶ 両方の相談者 

 （経過４）支援センター ･･･････････････（融資依頼）･･･････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ･･･････････････････（資金融資）･･････････････････････････▶ 起業家 

      商工会議所 ････････････････（経営指導）･･････････････････････････▶ 起業家 

（到達点）支援センターの仲介、支援により事業者は直営店からＦＣ店に切り替え、

ＦＣオーナーとなった起業家との間で店舗および商品を引き継ぐ合意がな

された。承継がなされず閉店となれば、地域の商店街に立地する店がまた

一つなくなるところであった。 

 

 

 

 

事例１０：周辺分野への進出を目指したＭ＆Ａの事例 

 

（出発点）相談事業者は工事業を営んでいたが、後継者不在のため、事業承継先を探

していた。一方、建築設備業を営む後継事業者は民間向け事業が中心であ

ったが、官公庁発注工事への事業拡大を企図し、Ｍ＆Ａの検討を開始した。 

（経過１）相談事業者 ･･････････････････（相談）････････････････････････▶ 顧問税理士 

顧問税理士 ･･･････････････（支援依頼）････････････････････▶ 支援センター 

 （経過２）後継事業者 ･･････････････････（相談）･･････････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ･･････････････････（支援依頼）････････････････････▶ 支援センター 

      支援センター ････････････（双方の紹介）･･･････････････････▶ 両方の相談者 

 （経過３）支援センター ･････････････（融資依頼）･････････････････････････▶ 金融機関 

（経過４）金融機関 ･････････････････（資金融資）･･･････････････････････▶ 後継事業者 

      顧問税理士 ･･･････（経営指導、円滑な事業統合）･･･････････････▶ 後継事業者 

（到達点）後継事業者は相談事業者の全株式を譲り受けて完全子会社化した。従業員

はそのまま雇用維持できた。相談事業者は、建設業許可を持っていたこと

からＭ＆Ａにより受注の窓口が広がることとなり、相談事業者の顧問税理

士による円滑な経営統合に向けた指導を仰ぎながら相乗効果で売り上げ増

大を目指している。  
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事例１１：県外企業の買収による営業拠点拡大事例 

 

（出発点）相談事業者は県外で内装資材卸売業を営んでいたが、後継者不在のため、

事業承継先を探していた。一方、内装装飾卸売業を営む後継事業者は県外

での新たな営業拠点を探していた。 

（経過１）相談事業者 ･･･････････････････（相談）･････････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ････････････････････（支援依頼）･･････････････････▶ 支援センター 

（経過２）後継事業者 ･･･････････････････（相談）････････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･･････････････（双方の紹介）････････････････▶ 両方の相談者 

 （経過４）支援センター ･･･････････････（支援依頼）･･･････▶ 経営コンサルタント・税理士 

      経営コンサルタント ････････（Ｍ＆Ａスキーム助言）･･･････････････▶ 後継事業者 

税理士 ･･････････････････（税務スキーム助言）････････････････▶ 後継事業者 

（経過５）金融機関 ････････････････････（資金融資）････････････････････▶ 後継事業者 

（到達点）支援センターは両相談者の仲介を行うとともに、経営コンサルタント、税

理士、金融機関と連携して、後継事業者が相談事業者の全株式を取得し、

子会社化するＭ＆Ａを成立させた。相談事業者は事業の存続および従業員

の雇用が守られる一方、後継事業者は県外での営業拠点を新たに確保して、

グループ全体の営業力強化につながった。また、相談事業所の経営者には

後継事業者の後継者を派遣しており、当該後継者の企業経営に関する経験

とスキルアップも図っている。 

 

 

 

 

事例１２：地域の雇用維持を目的とした事業譲受の事例 

 

（出発点）相談事業者は弁当製造販売業を営んでいるが、赤字に苦しんでいた。同県

内の同業者は事業を譲受することにより経営効率化ができるのではないか

として事業承継に名乗りをあげた 

（経過１）相談事業者 ･････････････････････（相談）･･･････････････････････▶ 金融機関 

金融機関 ･････････････････････（支援依頼）･････････････････▶ 支援センター 

（経過２）後継事業者 ････････････････････（相談）･･･････････････････▶ 支援センター 

 （経過３）支援センター ･･･････････････（双方の紹介）････････････････▶ 両方の相談者 

 （経過４）金融機関 ････････････････････（資金融資）････････････････････▶ 後継事業者 

（到達点）事業譲渡後においても、相談事業者の屋号はほぼ元通りに残すとともに、

従業員の雇用を守ることができた。後継事業者は経営効率化を図りながら、

販売地域の拡大による販売増加と収益の黒字化を実現した。 

 

 

以  上 


